
【機密性２】

貿易・物流

産業（エネルギー含む）

文化・交流・暮らし

海洋環境

・基幹航路をはじめ、世界各方面へ
の定期航路を活かした輸送拠点
・国際トランシップの拠点
・西日本の工業品等の流通を支える
輸出拠点
・クルーズ受入拠点

神戸港

・鉄鋼業・化学工業等の生産拠点
・マリーナ等のレクリエーション

尼崎西宮芦屋港

大阪港

・基幹航路とアジア航路等の拠点機能
・大消費地である近畿圏への生活関連物資等
の流通を支える輸入拠点
・クルーズ受入拠点
・臨海部における国際観光拠点の形成

・地域の産業・物流機能
・緑地や人工干潟等の親水機能

阪南港

・エネルギー供給拠点
・RORO貨物取扱拠点
・基幹的広域防災拠点

堺泉北港

コンテナ (H29)：292万TEU
クルーズ(H29)：116回

コンテナ(H29) ：233万TEU
クルーズ(H29)：49回

原油輸入：近畿1位
LNG輸入：近畿2位

RORO航路：15便／週

兵庫県：548万人 京都府：259万人

大阪府：882万人

和歌山県：93万人

前回改訂：平成18年11月（目標年次：平成20年代後半）
今回改訂：2019年3月（目標年次：2020年代後半）大阪港港湾計画 改訂
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港湾管理者：大阪市

出典：貿易額は財務省「貿易統計」より作成

平成31年3月7日
交通政策審議会

第74回港湾分科会
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【機密性２】
大阪港の利用状況

大和川

© Airbus DS 2017

夢洲地区

住之江地区

南港地区

新島地区

大正地区

此花地区

製造業

【機械】

製造業

【化学】

製造業

【鉄鋼】

製造業

【鉄鋼】

製造業

【化学】

製造業

【金属】

製造業

【機械】

製造業

【鉄鋼】

製造業

【金属】
物流

【倉庫】
物流

【倉庫】

エネルギー
【発電所】

物流
【倉庫】

物流
【倉庫】

物流
【倉庫】

物流
【倉庫】

フェリー
ターミナル
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凡例
高速道路
一般道路
鉄道等



【機密性２】

11 12 12 10 10 9 9 9 9 10 9 10 13

26 25 24 23 25 28 28 27 27 25 25 25
30

25 25 24 21 22 22 22 22 22 20 21 22
24

33 34 33
28 28 29 28 28 28 25 27 28

31

0

20

40

60

80

100

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

取扱貨物量の推移

輸出 輸入 移出 移入

大阪港の貨物取扱状況

既定計画
（H20年代

後半）

輸出
959万トン

鋼材
18.6％

再利用資材
12.3％

染料・塗料・合成樹脂
・その他化学工業品

11.7％
産業機械
11.0％

その他
19.1％

電気機械
5.5％

完成自動車
4.2％自動車部品

3.3％

化学薬品
3.1％金属くず

2.6％

金属製品
2.5％

非鉄金属
2.4％

家具装備品
1.7％

衣服・身廻品・はきもの

11.7％ 輸入
2,525万トン

衣服・身廻品・はきもの

17.2％

電気機械
11.7％

染料・塗料・合成樹脂
・その他化学工業品

7.0％

家具装備品
6.8％

産業機械
5.2％

製造食品
4.3％

金属製品
3.4％

鋼材
3.2％木製品

3.0％

化学薬品
2.9％

製材
2.6％

その他畜産品

2.2％

輸送用容器

2.1％

野菜・果物

2.0％
非鉄金属

1.7％

その他
19.8％

紙・パルプ

1.6％

文房具・運動娯楽
用品・楽器

1.6％ 取合せ品

1.5％ 移出
2,182万トン

フェリー貨物

73.3％

取合せ品

6.9％

その他
19.8％

移入
2,794万トン

フェリー貨物

60.9％

砂利・砂

9.3％

その他
14.7％

鋼材
7.0％

セメント
8.0％

○大宗貨物は、衣服・身廻品・はきもの、電気機械の輸入、鋼材、再利用資材の輸出、フェリー貨物の移出入。
○衣服・身廻品・はきものは、大阪都市圏向けの、主に中国からの輸入。

8,500万トン

9,800万トン
内航フェリー航路 便数

大阪～志布志 7便/週

大阪～別府 7便/週

大阪～北九州 14便/週

大阪～東予 7便/週

国際ＲＯＲＯ船航路 便数

韓国 1便/週 ※H30.11時点

出典：大阪港港湾統計より作成

取扱貨物量の内訳（平成２９年）

（百万トン）

出典：大阪港港湾統計より作成

国際フェリー航路 便数

韓国 3便/週

上海 1.5便/週

外貿コンテナ航路 便数

北米 2便/週

豪州・ニュージーランド 3.5便/週

東南アジア 22便/週

中国・台湾 37便/週

韓国 9便/週
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内航RORO航路 便数

大阪～沖縄 10便/週

大阪～北海道 4便/週



【機密性２】
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○大宗貨物は、衣服・身廻品・はきものの輸入、染料・塗料・合成樹脂・その他化学工業品の輸出、取合せ品の移
出入。

233万TEU
（外貿）

236万TEU

染料・塗料・合成樹脂・

その他化学工業品
6.5%

再利用資材
6.2%

産業機械
4.9%

鋼材
3.1%

電気機械
2.9%

完成自動車
2.5%

その他 
73.8%

輸 出
94万TEU

衣服・身廻品・はきもの

18.0%

電気機械

12.2%

染料・塗料・合成樹脂

・その他化学工業品

7.4%

産業機械

6.1%家具装備品

6.0%
製造食品

4.5%

金属製品

3.9%

その他

41.8%
輸 入

111万TEU

既定計画
（H20年代

後半）

取合せ品

29.8%

金属製品

6.3%
その他日用品

1.9%
製造食品

1.1%

その他

60.9%

移 出
19万TEU

取合せ品

20.4%

砂糖

1.8%

その他

77.8%

移 入
9万TEU

うち空コンテナ
72.5％

出典：大阪港港湾統計より作成

コンテナ取扱個数の内訳（平成２９年）
うち空コンテナ

57.3％

うち空コンテナ
2.7％

うち空コンテナ
56.3％

出典：大阪港港湾統計より作成

（千TEU）



【機密性２】
計画貨物量の設定

【輸入】 衣服・身廻品・はきもの、家具装備品

（H29）606万トン→（今回推計）788万トン
・海外生産比率の拡大やアジア諸国の経済成長等に伴う海外製品の輸入

増加を見込む。

【輸出】 染料・塗料・合成樹脂・その他化学工業品

（H29）112万トン→（今回推計）123万トン
・アジア諸国における化学工業品の需要増加に伴う取扱増加を見込む。

959 1,150
2,525 3,317 
2,182 

2,423
2,794 

2,769

-

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

H29 今回計画

（2020年代後半）

輸出 輸入 移出 移入万トン

8,460
9,659

【増減の主な要因】

衣服・身廻品・はきもの
19.6%

電気機械
10.5%

染料・塗料・合成樹脂・

その他化学工業品
6.2%

家具装備品

6.2%
産業機械

5.6%金属製品
4.7%

製造食品
4.5%

その他
42.6%

輸 入
3,317万トン

鋼材
15.3%

再利用資材
14.6%

産業機械
12.7%

染料・塗料・合成樹脂・

その他化学工業品

11.1%

完成自

動車
6.2%

電気機械
5.6%

金属くず
4.6%

その他
29.8%

輸 出
1,150万トン
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今回計画の貨物内訳（2020年代後半）

フェリー貨物
64.9%

取合せ品
6.4%

廃土砂
4.6%

その他
24.0%

移 出
2,423万トン

フェリー貨物
63.8%

セメント
8.6%

鋼材
8.6%

その他
19.0%

移 入
2,769万トン



【機密性２】
計画貨物量（コンテナ）の設定

【輸出入】海外トランシップから阪神港のフィーダー貨物への転換
（今回推計）23.1万TEU

・西日本諸港等発着でアジア諸港においてトランシップされている貨物
について、阪神港のフィーダー貨物への転換を見込む。

【輸入】 衣服・身廻品・はきもの、家具装備品
（H29）26.7万TEU→（今回推計）35.7万TEU

・海外生産比率の拡大やアジア諸国の経済成長等に伴う海外製品の輸入
増加を見込む。
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今回計画
（2020年代後半）

H29

【増減の主な要因】

今回計画の貨物内訳（2020年代後半）

取合せ品
14.5%

金属製品
3.8%

その他
81.7%

移 出
40万TEU

取合せ品
19.3%

その他
80.7%

移 入
12万TEU

再利用資材
7.3%

染料・塗料・合成樹脂・

その他化学工業品
5.8%

産業機械
4.9%

鋼材
3.5%

完成自動車
2.7%
電気機械

2.7%

その他
73.1%

輸 出
114万TEU

衣服・身廻品・はきもの
17.9%

電気機械
9.4%

染料・塗料・合成樹脂・

その他化学工業品
5.7%

産業機械
5.3%

家具装備品
4.9%金属製品

4.5%製造食品
4.2%

その他
48.0%

輸 入
157万TEU

うち空コンテナ
55.4%

うち空コンテナ
3.4%

うち空コンテナ
41.3%

うち空コンテナ
47.5%



【機密性２】
大阪港の目指す姿

≪物流≫
○国際競争力の強化に資するロジスティクス機能の強化
・高規格コンテナターミナルや物流施設の一体的･効率的な埠頭

運営・情報通信技術の活用による生産性向上
・コンテナターミナルの埠頭用地拡張、車両待機場の確保

≪交流≫
○魅力的な観光･集客拠点の形成と臨海部の活性化
・地域の経済成長をけん引する新たな国際観光拠点の形成
・民間活力導入等による旅客受入環境の向上

≪環境≫
○港湾・都市環境の向上に寄与する港湾施設の維持･確保
・自然に親しむことができる、快適で魅力ある水辺空間の創出
・廃棄物等を適正に処分する海面処分場の確保

≪防災≫
○防災･減災機能の充実と市民生活の安全確保
・ハード対策（フェリー岸壁の耐震化等）とソフト対策を組み合わ

せた総合的な防災･減災機能強化

１．グローバルバリューチェーンを支える海上輸送網の構築
◆成長著しい東南アジア地域等への直航サービスの強化

◆港湾背後地において、高度な流通加工・検疫・発送、さらには再生部品の
輸出、越境修繕サービス等新たな付加価値を提供する機能を有するロジス
ティクスハブを形成

◆コンテナターミナルとの一体的な空間を構成するとともに、近傍の物流施設
とも陸上・海上の輸送手段によりシームレスに接続する。

２．持続可能で新たな価値を創造する国内物流体系の構築
◆内航フェリー・RORO航路については、災害時等には機動的な輸送手段とな

ることを考慮して、岸壁の標準化等を検討
◆企業によるサプライチェーンマネジメントの高度化・効率化に対応するため、

臨海部空間の利用再編・面的再開発

３．列島のクルーズアイランド化
◆官民連携による国際クルーズ拠点の形成やフライ＆クルーズの促進等に

取り組むことにより、カジュアルからラグジュアリーまで幅広く対応したク
ルーズアイランドに進化する。

◆外国人クルーズ旅行客のリピーター化を促すため、IoT等を活用して外国人
クルーズ旅行客の満足度とその決定要因等に関するきめ細やかな情報の
入手・分析を推進し、惹きつける観光コンテンツを港湾周辺に充実

◆ターミナルビル等において無線ＬＡＮ整備、案内の多言語化等にも対応し利
便性を向上

４．ブランド価値を生む空間形成
◆快適な旅行を提供することによって、外国人クルーズ旅行客の満足度向上、

地域への経済効果の最大化を図る。

７．情報通信技術を活用した港湾のスマート化・強靭化
◆ＡＩ、IoT、自動化技術を組み合わせ、コンテナ蔵置計画の最適化や貨物の

搬入・搬出の迅速化等を図ることにより、世界最高水準の生産性を有する
「AIターミナル」を形成。

◆地域の早期復旧・復興を支援するため、広域的に一連の物資輸送ルートを
確保できるよう岸壁や臨港道路等の耐震化 7

目標年次：2020年代後半【今回計画】【港湾の中長期政策「PORT 2030」】



【機密性２】
大阪港港湾計画改訂の概要

8

夢洲地区

舞洲地区

此花地区

クルーズ受入
にぎわい空間

港地区

南港地区

西日本とのフェリー拠点

国際観光拠点の形成
（土地利用計画の変更）

大正地区

住之江地区

コンテナ取扱機能の強化
（埠頭用地の拡張、
車両待機場の確保）

輸送能力の強化
（4車線⇒6車線）

バラ貨物取扱需要への対応

フェリー岸壁の耐震化

© Airbus DS 2017

コンテナターミナル

交流機能の強化



【機密性２】
主な計画の内容（コンテナ取扱の効率化）

○夢洲コンテナターミナルにおけるコンテナターミナル用地の不足に対応するため、埠頭用地を拡張する。

○南港コンテナターミナル周辺のコンテナ車両の渋滞を緩和するため、車両待機場を確保する。

天保山

南港北

緑地
⇒交通機能用地（2.0ha）
【車両待機場】
収容能力 約100台港湾関連用地

⇒埠頭用地（6.4ha）
【コンテナヤード拡張】

夢洲CT

南港地区CT

【咲洲】
物流施設用地 約55ha

【夢洲】
物流施設用地 約45ha

湾岸舞洲

北米・豪州航路を集約

アジア航路に特化

9



【機密性２】
コンテナ物流の生産性向上

・コンテナターミナル前混雑状況の映像配信（実施中）
・ホットデリバリーサービス※貨物専用ゲートの設置（実証事業）
・コンテナターミナルゲートの再配置（今後の検討）

○コンテナターミナルゲートの再配置や、AI、港湾関連データ連携基盤等を活用したターミナルの渋滞緩和、搬出入・荷
役作業の迅速化・効率化を検討。

〇また、背後のロジスティクス施設とのシームレスな接続によるコンテナ物流全体の生産性向上を目指す。
○夢洲コンテナターミナルで先行的に検討を行い、咲洲にも展開することで大阪港全体の生産性を高めていく。

10

夢咲トンネル

集荷・配送、流通加工・情報加工、仕分け、
積替え機能を備えたロジスティクス施設

一般道路を経由しない
コンテナターミナルと
ロジスティクス施設の

接続

※ホットデリバリーサービス：指定された貨物を、仕出地で最後に積み、仕向地で最初に荷揚げし、即座に通関・配送出来るサービス。

車両待機場

コンテナ搬出入情報の事前取得による事前荷繰り
（ AIの活用、港湾関連データ連携基盤）
○着岸箇所の事前計画
○コンテナ蔵置箇所等の計画
○搬出入車両の接近の把握による事前荷繰り

ゲート再配置検討



【機密性２】
主な計画の内容（国際観光拠点形成への対応）

○大阪都市圏や近畿圏の観光資源へのアクセス性等を活かし、大阪港内（夢洲地区）に国際観光拠点を形成するた
め、土地利用計画の変更を行う。

○夢洲地区の国際観光拠点の形成に合わせ、此花大橋の車線数を変更し旅客輸送能力を強化する（4車線⇒6車線）。

工業用地
72.2ha

夢舞大橋

常吉大橋

夢咲トンネル

咲洲トンネル

港湾関連用地
95.8ha

計画上の車線数

２車線
４車線
６車線
８車線

都市機能用地
92.5ha

既定計画 今回計画

物流車両と観光車両の分離

（物流車両）
夢洲CT

（観光車両）
国際観光拠点

夢舞大橋

港湾関連用地
81.3ha

交流厚生用地
15.9ha

都市機能用地
100.4ha

夢咲トンネル

咲洲トンネル

計画上の車線数

２車線
４車線
６車線
８車線

輸送能力の強化
（4車線⇒6車線）

クルーズ・フェリー
からの集客

此花大橋

緑地 35.8ha

天保山客船
ターミナル

常吉大橋

此花大橋

市街地へ
（舟運）

フェリー
ターミナル

（将来構想）
旅客船岸壁

緑地 93.6ｈａ

11

工業用地
72.2ha

国際観光拠点の形成

※夢洲緑地については、旅客船岸壁（将来構想）の具体化と合わせて、海上輸送需要に応じた
適切な機能の確保の 観点から、緑地以外の用途への変更も検討していくこととする。

夢舞大橋

利用形態の見直しの
検討が必要な区域



【機密性２】
魅力的な観光・集客拠点の形成と臨海部の活性化

12

○天保山旅客ターミナルにおいて大型クルーズ客船に対応し、3万トン以下の旅客船については、中央突堤北岸壁、鶴
浜岸壁において対応することにより、急増するクルーズ需要に対応する。

〇夢洲においては、国際観光拠点の形成に伴って見込まれる旅客需要に対応するために将来構想（係留施設）を位置
付ける。加えて、大阪都市部へのアクセス向上による背後圏への経済効果の最大化を目指す。

12

中央突堤北岸壁
【現況】（-11） 210m
【寄港回数】2回（H30）⇒7回（将来）
【対象船舶】～1万GT級

鶴浜岸壁
【現況】（-10） 280m
【寄港回数】0回（H30）⇒26回（将来）
【対象船舶】～3万GT級

天保山客船ターミナル
【現況】（-10） 370m
【計画】（-10.5） 430m
【寄港回数】43回（H30）⇒96回（将来）
【対象船舶】3万GT級～
※旅客ターミナルのPFI手法による

整備・運営を計画

海遊館

USJ

国際観光拠点

市街地と夢洲地区を結ぶ舟運を構想

舟運

臨港鉄道による
フェリー客の輸送

臨港鉄道による
クルーズ客の輸送

将来的な旅客船
需要への対応

© Airbus DS 2017



【機密性２】
主な計画の内容（防災機能の強化）

○南港地区において既定計画では、耐震強化岸壁が岸壁法線の曲点部となっており、利用の柔軟性に欠けるため、

連続バースが確保出来る箇所に耐震強化岸壁を変更する。

○フェリー岸壁を耐震強化岸壁とすることで、防災機能を強化する。

13© Airbus DS 2017

（-7.5） 3B 390m
至 一次集積拠点

至

一
次
集
積
拠
点

至

一
次
集
積
拠
点

（-7.5） 2B 
520m

（-7.5） 1B 220m
（-7.5） 1B 180m
⇒計画削除

（-9） 1B 220m

（-7.5） 3B 390m

（-7.5） 1B 130m

（-10） 1B 160m

（-10） 1B 160m

既設

既定計画

今回計画

緊急物資の動き（船舶）

緊急物資の動き（車両）

（-10） 1B 280m

緊急物資輸送の対象背後圏

大阪市



【機密性２】
主な計画の内容（防災機能の強化）［南港地区］

（-7.5）180m

ニュートラム
トレードセンター前駅耐震強化岸壁（既定計画）

（-7.5） 1B 180m
（-7.5） 1B  220m

（-10）185m
志布志便

別府便

ニュートラム
トレードセンター前駅

耐震強化岸壁
（-7.5） 2B 520m

既定計画

今回計画
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【機密性２】
港湾計画の変更内容［夢洲地区］

○コンテナ貨物の増加に対応するため、埠頭用地を拡大し、コンテナ取扱機能を強化する。
○大阪の経済成長を牽引する国際観光拠点の形成を目指し、中央部の土地利用計画を都市機能用地及び交流厚生

用地へ変更する。

今回計画既定計画

【土地利用計画】
工業用地 15.9ha
都市機能用地 36.1ha

⇒ 緑地 52.0ha

【土地利用計画】
工業用地 41.7ha

⇒ 都市機能用地 40.2ha
緑地 1.5ha

【土地利用計画】
港湾関連用地 5.0ha

⇒ 都市機能用地 5.0ha

【土地利用計画】
港湾関連用地 15.9ha

⇒ 交流厚生用地 15.9ha 【土地利用計画】
港湾関連用地 5.8ha

⇒ 緑地 5.8ha

【土地利用計画】
工業用地 14.7ha
都市機能用地 1.2ha
緑地 1.6ha

⇒ 港湾関連用地 17.4ha

【土地利用計画】
港湾関連用地 5.1ha
交通機能用地 1.3ha

⇒ 埠頭用地 6.4ha

「利用形態の見直しの検
討が必要な区域」

将来構想（係留施設）
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【機密性２】
港湾計画の変更内容［舞洲地区］

○国際観光拠点の形成を目指した夢洲の土地利用計画変更にあわせて、臨港交通施設計画を変更する。
○土地需要への対応等のため、土地利用計画を変更する。

今回計画既定計画

【土地利用計画】
緑地 2.0ha

⇒ 都市機能用地 2.0ha

【臨港交通施設計画】
此花大橋 4車線

⇒ 此花大橋 6車線

【土地利用計画】
港湾関連用地 0.1ha

⇒ 埠頭用地 0.1ha
【土地利用計画】

埠頭用地 1.2ha
⇒ 港湾関連用地 1.2ha

【公共埠頭計画】
物揚場（-4） 340m 廃止

【水域施設計画】
泊地（-4） 廃止
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【機密性２】
港湾計画の変更内容［南港地区①］

○フェリー埠頭の再編・集約の完了に伴い、また外貿一般貨物船の大型化に対応するため、フェリー埠頭計画及び公
共埠頭計画を変更する。
○土地需要への対応等のため、土地利用計画を変更する。

今回計画既定計画

【土地利用計画】
交流厚生用地 1.8ha

⇒ 港湾関連用地 1.8ha

【土地利用計画】
その他緑地 0.6ha

⇒ 都市機能用地 0.6ha

【土地利用計画】
緑地 2.0ha

⇒ 交通機能用地 2.0ha

【土地利用計画】
埠頭用地 2.6ha

⇒ 港湾関連用地 2.6ha

【公共埠頭計画】
岸壁（-7.5）180m

⇒ 岸壁（-10）185m
緊急物資輸送対応施設（削除）

【水域施設計画】
泊地（-7.5）

⇒ 泊地（-10）

【水域施設計画】
泊地（-7.5）

⇒ 泊地（-12）

緊急物資輸送対応施設
（-7.5） 520m

【公共埠頭計画】
物揚場（-4） 110m 廃止

【公共埠頭計画】
物揚場（-4） 121m 廃止

【公共埠頭計画】
物揚場（-4） 365m 廃止

【水域施設計画】
航路・泊地（-10）

⇒ 航路・泊地（-12）

【フェリー埠頭計画】
岸壁（-7.5）850mのうち330m

⇒ 【公共埠頭計画】
岸壁（-12）330m
緊急物資輸送対応施設（削除）

【専用埠頭計画】
岸壁（-5.1）3B 500m 廃止
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【機密性２】
港湾計画の変更内容［南港地区②］

○利用状況や今後の維持管理コスト見込みを考慮のうえ、既存岸壁の廃止を計画する。

今回計画既定計画 【公共埠頭計画】
物揚場（-4） 147m 廃止

【公共埠頭計画】
物揚場（-4） 104m 廃止

【公共埠頭計画】
物揚場（-4） 133m 廃止

【公共埠頭計画】
岸壁（-5.5～-7.5）
821mのうち320m 廃止

【公共埠頭計画】
岸壁（-5.5） 720m 廃止

【土地利用計画】
港湾関連用地 3.5ha

⇒ 都市機能用地 3.5ha
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【機密性２】
港湾計画の変更内容［南港地区③］

○土地需要への対応等のため、土地利用計画を変更する。

今回計画既定計画

【土地利用計画】
緑地 1.7ha

⇒ 港湾関連用地 1.7ha
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【機密性２】
港湾計画の変更内容［此花地区］

○利用状況等を考慮の上、既存緑地の廃止を計画し、土地利用計画を変更する。

既定計画 今回計画

【土地利用計画】
都市機能用地 1.0ha

⇒ 工業用地 1.0ha

【土地利用計画】
緑地 0.1ha

⇒ 港湾関連用地 0.1ha

【公共埠頭計画】
物揚場（-2） 228m 廃止
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【機密性２】
港湾計画の変更内容［港地区］

○現在の利用状況や災害時の市民生活への影響も考慮した上で、一部の物揚場の廃止を計画。

今回計画既定計画

【土地利用計画】
港湾関連用地 0.1ha

⇒ 都市機能用地 0.1ha

【公共埠頭計画】
物揚場（-1～-2） 1,245m 廃止

【土地利用計画】
緑地 0.4ha

⇒ 交流厚生用地 0.4ha

【土地利用計画】
港湾関連用地 0.8ha

⇒ 都市機能用地 0.8ha

【土地利用計画】
都市機能用地 0.9ha

【公共埠頭計画】
物揚場（-2） 523m 廃止【公共埠頭計画】

物揚場（-4） 123m 廃止
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【機密性２】
港湾計画の変更内容［大正地区］

○土地需要への対応等のため、土地利用計画を変更する。

既定計画 今回計画 【公共埠頭計画】
物揚場（-4） 100m 廃止

【土地利用計画】
交通機能用地 4.9ha

⇒ 交流厚生用地 4.9ha

【土地利用計画】
緑地 0.9ha

⇒ 港湾関連用地 0.9ha
22



【機密性２】
港湾計画の変更内容［新島地区］

○「利用形態の見直しの検討が必要な区域」を設定する。

既定計画 今回計画

利用形態の見直しの検討が必要な区域
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